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(57)【要約】
　調理容器（６）内の調理材料を、温度を監視しながら
調理するための電子モジュール（１）が説明される。上
記電子モジュール（１）は、調理容器（６）の底部（７
）の温度を検知するための底部センサ（３）と、検知さ
れた温度の信号を、調理容器（６）を加熱するためのコ
ンロにおける加熱量の制御部または調節部に伝送するた
めの通信装置（１５）とを備える。底部センサ（３）は
、調理容器の底部（７）の収容部（９）に収容可能、か
つ、収容部（９）から取り出し可能な感知部（１６）を
有する。また、底部センサ（３）は、電子モジュール（
１）の筐体に折りたたみ可能に固定されており、通信装
置（１５）に接続されている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　調理容器（６）内の調理材料を温度を監視しながら調理するための電子モジュール（１
）であり、調理容器（６）の底部（７）の温度を検知する底部センサ（３）と、検知され
た温度の信号を、調理容器（６）を加熱するためのコンロの加熱量の制御部または調節部
に伝送する通信装置（１５）とを有する電子モジュール（１）において、上記底部センサ
（３）は、調理容器の底部（７）の収容部（９）に収容可能、かつ、収容部（９）から取
り出し可能な感知部（１６）を有し、上記電子モジュール（１）の筐体に折りたたみ可能
に固定されており、上記通信装置（１５）に接続されていることを特徴とする電子モジュ
ール。
【請求項２】
　上記感知部（１６）は、棒状に形成されていることを特徴とする請求項１に記載の電子
モジュール。
【請求項３】
　上記電子モジュール（１）の上記筐体（２）は、調理容器（６）の外側側面（８）に接
して、力、特に磁石（１３）によって、および／または、形状、特に金属製の面ファスナ
部によって、固定可能であることを特徴とする請求項１または２に記載の電子モジュール
。
【請求項４】
　上記電子モジュール（１）は、付属の通信装置を有する少なくとも１つの温度センサ（
５）を、さらに有することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の電子モジュ
ール。
【請求項５】
　上記通信装置（１５）は、信号の無線伝送を採用することを特徴とする請求項１～４の
いずれか１項に記載の電子モジュール。
【請求項６】
　上記電子モジュール（１）の上記筐体（２）は、少なくとも部分的に電波を通すことを
特徴とする請求項４または５に記載の電子モジュール。
【請求項７】
　上記電子モジュール（１）は、少なくとも外部の温度センサを接続する接続部を有する
ことを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の電子モジュール。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の電子モジュール（１）とともに用いられる調理容
器であって、該調理容器（６）の底部（７）は、底部センサ（３）の感知部（１６）の収
容部（９）を有することを特徴とする調理容器。
【請求項９】
　上記収容部（９）は、深さが２０から７０ｍｍ、好ましくは、４０から６０ｍｍであり
、その最大の深さは、上記底部（７）の半径を超えないことを特徴とする請求項８に記載
の調理容器。
【請求項１０】
　上記底部（７）の収容部（９）は、付属のスリーブ（１２）を有していることを特徴と
する請求項８または９に記載の調理容器。
【請求項１１】
　上記収容部（９）には、回転防止手段が備えられていることを特徴とする請求項８～１
０のいずれか１項に記載の調理容器。
【請求項１２】
　上記調理容器（６）の外側側面（８）は、電子モジュール（１）を、力および／または
形状によって固定する部材を有していることを特徴とする請求項８～１１のいずれか１項
に記載の調理容器。
【請求項１３】
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　上記調理容器（６）の内部に、温度センサの接続手段が備えられていることを特徴とす
る請求項８～１２のいずれか１項に記載の調理容器。
【請求項１４】
　上記収容部（９）は、密閉できることを特徴とする請求項８～１３のいずれか１項に記
載の調理容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、調理容器内の調理材料を、温度を監視しながら調理するための電子モジュー
ルに関し、上記電子モジュールは、調理容器の底部の温度を検知するための底部センサと
、好ましくは上記底部センサおよび／またはさらなるセンサに付属する、調理容器を加熱
するためのコンロにおける加熱量の制御部または調節部に、検知された温度の信号を伝送
するための通信装置とを備える。本発明は、さらに、本発明の電子モジュールと共に用い
るための調理容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　”自動調理”という概念でも広まっている、調理材料を、温度を監視しながら調理する
ための様々なシステムが知られている。この自動調理の構想の基本的な要素は、調理容器
の温度測定である。測定された温度に基づいて、調理材料の温度および調理状態について
推定できる。検出された温度は、表示されるだけであるか、および／または、それぞれの
調理材料に特化した調理プロセスの自動的な調節のため、例えば、さまざまな調理材料向
けに特定された温度プロフィールを保持するために用いられている。
【０００３】
　そのために、測定した温度を、調理容器に対する加熱量の調節部または制御部に伝達す
る温度センサが使用されている。調理容器内の温度条件を調理材料に最適のプロフィール
に設定するために、コンロの調節部は、フィードバックされた実際の温度に基づいて、コ
ンロ、例えば調理器の熱板の加熱量を、それぞれの温度プロフィールにしたがって増減さ
せる。
【０００４】
　ここで、鍋底の領域の温度を測定することは、焼くことにも煮ることにも使用できるた
めに、多くの使用に好適であることが判明した。これに関連して、鍋の様々な箇所の温度
を総合的に考察することは有利である。なぜなら、加熱量の調節または制御の際に考慮す
べき、調理材料／鍋の中身に応じて異なる調理容器内の温度分布が、ありがちだからであ
る。
【０００５】
　一般に、温度信号の質は、自動調理プロセスの成果に対して決定的に作用する。
【０００６】
　ＤＥ　３３　４１　２３４　Ｃ１により知られている、温度の測定値に基づく自動調理
システムの現実化のアプローチでは、鍋から離して備えられる、集束装置を有する放射感
知部が設けられる。該放射感知部は、鍋の外周をリング状に巡る放熱面に向けられ、放射
された電磁放射に基づいて温度を測定する。上記電磁放射の強度は、温度に関連する。
【０００７】
　ＤＥ　３８　１１　９２５　Ｃ１により知られている、加熱量の調節のための装置では
、類似の温度値取得が実施される。放射受信器のように作用する温度センサは、調理容器
の鍋の側面から放射された電磁波を受け取る。センサは、増幅器を介して、加熱量を設定
するためのロジック回路および出力段と連結されている。コンロ加熱部の下方には、コン
ロ加熱部の下面に熱伝導性のあるように接触する、１つのさらなるセンサが配置されてい
る。第３のセンサは鍋の外側の側面に配置されている。
【０００８】
　圧力鍋内の調理プロセスを制御する装置を開示したＤＥ　３５　１０　５４２　Ａ１に
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よれば、温度センサは、鍋の蓋に組み込まれており、ケーブルを介して調理システムの制
御部に接続されている。
【０００９】
　ＤＥ　３９　２８　６２０　Ａ１により知られている、エネルギー供給の制御部を有す
るコンロには、特別な調理器が設けられる。該調理器は、調理材料の温度を測定するため
の外的なセンサと、鍋底の内部に収容された、鍋底の温度を測定するためのセンサとを有
する。上記２つのセンサは、外部の接続部に接続され、上記調理器が自動式の調理のプロ
グラム進行を使用する調理に用いられている場合、当該接続部は電気の接続ケーブルによ
りコンロと接続されている。温度値はエネルギー供給の調節のための電気回路に伝送され
、調理温度および調理時間を決定し維持するために、当該電気回路によってコンロ加熱部
の加熱量が調節される。
【００１０】
　コンロ加熱部の加熱量の制御および調節のための、ＤＥ　１０　２００６　０２２　３
２７　Ａ１により知られている装置は、他の物と共に、調理容器の下方に配置されている
センサを含み、当該センサが、調理容器の下面との接触により温度を読み取る。
【００１１】
　センサ類には、さらに、無線信号の接続手段が含まれている。この無線信号の接続手段
を介して、検知装置が制御ユニットあるいは調節ユニットに接続されており、当該制御ユ
ニットあるいは調節ユニットがコンロ加熱部の加熱量を温度情報に対応して設定する。
【００１２】
　特に調理容器の底部温度の測定のために、従来のシステムでは、温度センサは、調理容
器内に取り外しできないように内蔵されているか、または、容器の底部の表面に接して設
けられているかのどちらかである。しかしながら、センサを内蔵することにより、いかな
る調理容器も値段が高くなり、且つ、単純な調理容器に後から取り付けたり、あるいは、
故障したセンサを取り替えたりすることができなくなる。直接調理容器に内蔵されていな
いセンサでは、接触の箇所における汚れ、付着物、または剥離によって、測定の誤りが起
こりやすい。この測定の誤りによって、調理システムの調節の精度、および、調理した料
理の品質が落ちる。その上、各コンロ加熱部の温度センサと、そのセンサに付属する、測
定値を加熱量調節部に伝送するための電子機器とを有するコンロの不可欠な装備は、不利
であることが判明した。この装備は、高額の費用が集中的にかかってしまう。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明の課題は、調理容器内における調理材料を、温度を監視しながら調理するための
、精度の高い温度測定手段を提案することであり、当該手段は、自動調理用の調理容器お
よびコンロの準備の労力を減らし、融通の利くように様々な調理容器にて用いることがで
きる。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記課題は、本発明では、請求項１の特徴により解決される。本発明では、特に、上記
底部センサが、調理容器の底部の収容部に収容可能、かつ、収容部から取り出し可能な感
知部を有し、該感知部は、上記電子モジュールの筐体に折りたたみ可能に固定されている
。上記底部センサは、好ましくは、ケーブルを介して上記電子モジュールの通信装置に接
続されている。
【００１５】
　このような形で上記電子モジュールは、独立した、いつでも調理容器から分離可能なユ
ニットとして構成され、必要のある場合のみ、上記感知部を用いてその底部センサを調理
容器の容器底部の内部に差し込むことにより調理容器に備えられる。上記電子モジュール
は、底部センサおよび、場合によって、さらなるセンサにより検出した温度を加熱量の調
節部あるいは制御部に伝送する。
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【００１６】
　上記電子モジュールは、底部センサの感知部を差し込むことにより、動作中は、調理容
器に固定される。しかし、調理容器の洗浄のために容易に取り外し可能である。上記感知
部あるいは底部センサと上記電子モジュールとの折りたたみ可能な連結、特に、回り継手
により、当該電子モジュールは、広範囲の多様な鍋およびフライパンに取り付けられうる
。そのために、当該鍋およびフライパンは、調理容器の底部において、適した収容部を備
えるだけでよい。上記連結によって、ただ１つの電子モジュールを様々な形状の様々な調
理容器において用いることが可能となる。従って、調達費および自動調理を実現するため
のコストは、非常に低い。
【００１７】
　調理容器の底部の温度を読み取ることにより、調理容器の底部の領域における温度測定
、従って、調理材料が接触する箇所のすぐ近くの温度測定について高い精度が得られる。
加熱量の設定に際して高い精度の調節を実現するために、伝送された測定値あるいは信号
値が制御に用いられる。上記電子モジュールは熱供給方法に依存することなく用いること
が可能である。該電子モジュールは、ＩＨ調理器での調理においても、通常のレンジタイ
プ、例えば、セラミック電気コンロまたはソリッドエレメント式電気コンロでの調理にお
いても用いられる。さらに、エネルギーコストは、高い測定精度により低減され、自動調
理システムの使用範囲を広げることができる。このような上記電子モジュールは、焼く場
合および少量を調理する場合に最適に使用される。これらの場合に、調理材料を焦がすこ
とを防ぐために、調理容器の底部の温度を検知することはとりわけ有効である。
【００１８】
　本発明の好ましい一実施形態によれば、上記感知部および／または底部センサの全体は
、棒状に形成されている。棒状の感知部あるいは棒状のセンサは、棒の軸を横切って形成
されている底面が、好ましくは、小さい。これにより、上記感知部および／または底部セ
ンサを、調理容器の底部にある穴が開いたような凹部に収容し、また取り出すことができ
る。
【００１９】
　簡単にするために、上記棒状の感知部は丸い断面を有してもよい。同時に回転防止の確
保を達成するために、上記棒状の部材は、少なくとも部分的に、丸くない、特に、非回転
対称的な断面を有してもよい。このような断面は、刻み目、溝、凸部、または類似の形状
を備えること、もしくは、角のある、例えば正方形の、棒状の部材の底面により達成され
得る。
【００２０】
　上記感知部および底部センサは、カプセル状のセンサ素子に統合されていてもよい。セ
ンサとして、表面波センサを用いることができ、当該表面波センサが、例えば、共有のア
ンテナに接続されている。簡単な一実施形態では、上記電子モジュールが、感知部を有す
る底部センサを含んだ、底部センサに繋いだアンテナを有するスリーブとして形成されて
いてもよい。
【００２１】
　さらなる有利な一実施形態によれば、上記電子モジュールは、調理容器の外側側面に接
して、力、特に磁石によって、および／または、形状、特に金属製の面ファスナ部によっ
て、固定可能である。これにより、上記電子モジュールは、簡単な方法で、調理容器に固
定され、取り外し可能となる。このような固定方法により、とりわけ単純な回転防止手段
も実現される。この回転防止手段は、電子モジュール内にある素子が、コンロ加熱部から
十分に隔てて設けられ、且つ、損傷を受けないことを保証する。同時に、電子素子の送受
信装置、および、加熱量の調節部または制御部の送受信装置の配置は厳密に定義されてい
る。
【００２２】
　電子モジュールの筐体に折りたたみ可能に接続されている感知部を差し込むことと、電
子モジュールの固定部分の、力および／または形状による接続（磁石、金属製の面ファス
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ナ部）とによる固定方法によって、さらに、加熱された調理容器から上記電子モジュール
、およびその電子モジュールの筐体に収容された電子素子への熱伝導性が低くなる。この
低い熱伝導性は、電子素子の機能および寿命に有利である。
【００２３】
　出来るだけ多様の調理プログラムを網羅し、調節の精度を向上させるために、とりわけ
好ましい一実施形態では、上記電子モジュールが、付属の通信装置を有する少なくとも１
つのさらなる温度センサを有する。このさらなる温度センサは、本発明によれば、調理容
器の外側側面における温度測定のために設けられてもよい。
【００２４】
　好ましくは、上記さらなる温度センサ、例えば側部温度センサには、電子モジュールを
調理容器の外側側面に固定するための磁石が付属されている。調理容器の外側側面が磁気
を帯びていない限り、その側面において、磁化したまたは磁化可能な板部、例えばフェラ
イト鋼からなる板部を設けることが可能である。当該板部は通常熱も効率よく伝導する。
本発明によれば、このような板部は、勿論、電子モジュールを調理容器の側面に固定する
ための磁石に温度センサが付属していない場合にも用いられていてもよい。
【００２５】
　さらなるセンサに付属した通信装置は、底部センサに付属した通信装置であってもよい
。あるいは、１つまたはすべてのさらなる温度センサに、それぞれの通信装置を設けるこ
とも可能である。温度センサは、電気を通すようにおよび／または熱を伝導するように通
信装置に接続されている。この接続は、ケーブルにより実現されてもよい。本発明では、
上記温度センサとその温度センサに付属した通信装置とは、結合した部材、例えば弾性表
面波センサ（ＳＡＷ）として構成されていてもよい。特に最後に挙げた弾性表面波センサ
の場合、通信装置を有する結合した温度センサは、好ましくは、共有のアンテナを有する
。当該アンテナを介してデータが送信される。本発明では、センサのタイプにかかわらず
、１つまたは複数のセンサに付属した通信装置には、共有のアンテナを用いることができ
る。
【００２６】
　１つまたは複数のさらなる温度センサを設けることによって、有利には、２つ以上のセ
ンサの併用が可能となる。複数のセンサの場合、各センサが、調理容器の底部の温度に加
えて、例えば、調理容器の側面の温度を、場合によってさまざまな高さで、測定する。こ
の多数の温度情報は、加熱量の調節部または制御部により、評価されることが可能であり
、それぞれの調理材料に最適な調理温度が、より早く、且つ、より正確に設定されうる。
これにより、調理過程の全体は最適化される。
【００２７】
　多くの場合、鍋底の温度に基づいて調理材料の温度を推定できるため、鍋底の温度を測
定する自動調理システムは焼くことおよび煮ることに理想的に適合している。このような
システムでは、鍋底の温度を制限するので、調理材料をゆっくり加熱する傾向がある。
【００２８】
　上記のゆっくり加熱することの有利な点は、調理材料を焼いたり、少量の液体で煮たり
、例えば蒸したりしても、焦げないということである。しかしながら、内容物の増加と、
調理材料の低い熱伝導率とに伴い、このようなシステムでは、全調理材料内を所望の目的
温度に上げるのに非常に時間がかかる。このようなシステムに有利なことは、追加で調理
容器の側面の温度を測定し、加熱量の調節あるいは制御において考慮する点である。本発
明によれば、上記のことは、上記１つの電子モジュールにより可能になる。少なくとも２
つの温度センサを有する上記１つの電子モジュールは、従って、複数の温度センサが有利
となる、多量の料理にも料理の温め直しにも好適である。
【００２９】
　本発明のさらなる一実施形態では、信号の無線伝送が採用されている。この無線伝送の
ために、加熱量調節部には、適した信号受信部が備えられてもよい。該受信部により、上
記電子モジュールからコンロへのケーブルは必要ではなくなる。このことは、調理の準備
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をより容易にし、なおかつ、調理の際には、調理容器からコンロへのケーブルが邪魔にな
らない。さらに、可燃性のケーブルを用いないことにより、安全性が高まる。
【００３０】
　理想的には、本発明では、上記電子モジュールは、パッシブタイプであり、すなわち、
例えば、電池または電気ケーブルによる自分のエネルギー供給源を持たずに構成されてい
る。この場合、電子モジュール内における温度測定に必要なエネルギーが、無線伝送では
、例えば、誘導結合により伝達されたり、および／または、弾性表面波技術（ＳＡＷ）に
より実現されたりする。センサと通信装置とは、統合したセンサ、例えば弾性表面波セン
サとして構成されていてもよい。統合によって、センサシステムの高い正確性を得られる
と同時に、上記電子モジュールの構造を簡素化することが可能となる。
【００３１】
　上記通信装置は、本発明の好ましい一実施形態では、特に、ＲＦＩＤチップおよび／ま
たはＳＡＷチップとして構成されうる。このような装置では、誘導結合または弾性表面波
は、温度測定用および信号伝達用のセンサの無線伝送および発電のために用いられている
。
【００３２】
　上記ＲＦＩＤチップは、好ましくは、ケーブルを介して温度センサ、特に、底部温度セ
ンサまたは側部温度センサに接続されている。加えて、上記ＲＦＩＤチップは、そのチッ
プ自体の温度を監視するための、温度センサを内部に有していてもよい。温度センサ、特
に、ＲＦＩＤチップに接続されている、またはそのＲＦＩＤチップと統合した温度センサ
は、ＰＴ１０００抵抗温度計として構成されていてもよい。本発明によれば、上記センサ
、例えば、側部温度センサまたは底部温度センサを、熱電対または他のセンサとして設け
てもよい。上記ＲＦＩＤチップおよび、場合によって、接続されている温度センサには、
例えば、コンロ加熱部の、読み書きユニットとして構成された送受信装置により、誘導結
合を用いて、エネルギーが供給されている。当該ＲＦＩＤチップは、好ましくは１秒を超
える周期で定期的に、センサによって検出された温度を、温度値またはセンサ信号値とし
てコンロ加熱部の読み書きユニットあるいは送受信装置に発信する。上記電子モジュール
と、1つまたはすべてのＲＦＩＤチップに接続されているアンテナが統合され、そのアン
テナは、例えば長方形の銅コイルとして形成されて、電子モジュールとほぼ同じ寸法を有
してもよい。当該アンテナ配置により、信頼性のある信号伝送が可能となる。
【００３３】
　信号伝送の信頼性のために、本発明では、コンロ加熱部において環状のアンテナコイル
を備えることができ、そのアンテナコイルは、コンロ加熱部の読み書きユニット、あるい
は送受信装置に接続されている。有利には、アンテナコイルは、利用される最大の鍋の直
径とほぼ同じ直径を有し、コンロ加熱部の中心点と中心が同一になるように配置されてい
る。ガラスセラミックからなるコンロ加熱部では、本発明によれば、容認できる発熱にお
ける高い送受信力を実現するために、このガラスセラミックプレートの下方に約１ｃｍ隔
てている配置が有利であることが実証された。このような配置および寸法は、用いられて
いるＲＦＩＤチップにより信頼性のある無線通信を実現するのにとりわけ好ましい。
【００３４】
　本発明では、ＳＡＷチップを使用する場合には、温度センサ、例えば上記底部温度セン
サまたは上記側部温度センサが、完全に、ＳＡＷチップ、および、該ＳＡＷチップの筐体
に統合されている。上記ＳＡＷチップは、コンロ加熱部の読み書きユニットまたは送受信
装置と通信し合うために、ＲＦＩＤチップに匹敵する機能を有し、それぞれのセンサに付
属した、電子モジュールの通信装置である。
【００３５】
　電子部材にあるＳＡＷチップは、好ましくは、ケーブルを介して共有のアンテナに繋が
っている。ＲＦＩＤチップと比べて、ＳＡＷが有利な点は、基本的に、高温に対して非常
に高い耐熱性を有するという点である。この高い耐熱性により、約３ｍｍの直径を有する
底部温度センサでは、３５０℃までの耐熱性を実現でき、径が少し大きい側部温度センサ
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では、１８０℃から２００℃までの耐熱性を実現できる。この温度は、調理過程に好適で
ある。
【００３６】
　上記１つまたは複数のＳＡＷチップは、コンロ（コンロ加熱部）の送受信装置より、電
波を介して、要求を受け付ける。ＳＡＷチップにおいて、上記電波は弾性表面波に変更さ
れる。この弾性表面波は、チップの回路基盤に反射して、再び電波に変更される。電子モ
ジュールに繋がったアンテナを介して上記電波はコンロ加熱部の送受信装置に送り返され
る。この応答信号から、例えば、反射波の間隔を用いて、上記基盤の温度を推定すること
ができる。
【００３７】
　温度値または信号値を受信した後、上記読み書きユニットは、その値を、コンロ（ある
いはコンロ加熱部）の加熱量の制御部または加熱量の調節部に転送する。そして、当該加
熱量の制御部または加熱量の調節部が、コンロ加熱部の出力値を、予め設定された調理プ
ログラム、および／または、ユーザによって選択またはパラメータ化された調理プログラ
ムに応じて、設定する。このことにより、選択された料理について、最適化された温度が
調理容器内に生じる。
【００３８】
　本発明による好適な信号の発信周波数は、１２ＭＨｚから１４ＭＨｚまで、例えば１３
．５６ＭＨｚ、または４３３ＭＨｚ、または２．４ＧＨｚの帯域であってもよい。基本的
に、当業者は、通常の技術の枠内で好適な発信周波数を自由に選んでもよい。
【００３９】
　本発明の有意義な一実施形態では、上記電子モジュールは、伝送信号を減衰させないよ
うに、少なくとも部分的に、特に信号受信部および／またはコンロの方向に（すなわち使
用されている状態の鍋の表面と反対方向に）、電波を通すように構成される。従って、上
記電子モジュールは、伝導性のある金属で構成されないことが好ましい。上記電子モジュ
ールが調理容器に固定され、その調理容器がコンロの上に載置されている際、通信装置と
レンジの制御部および／または調節部の受信部との間の間隔はできるだけ小さいことが有
利である。この小さい間隔によって、信頼性のある無線送信の間隔が保証される。
【００４０】
　自動調理と、加熱量の調節または制御を、さらに改善するために、上記電子モジュール
は、さらに、外部の温度センサの接続部、例えば、調理容器内の調理材料を直接測定する
中心温度計の接続部を有してもよい。この接続部は、有線接続部として構成されてもよい
し、無線接続部として構成されてもよい。上記外部の温度センサにより、自動調理の質を
さらに高めることができる。ここで、コンロの加熱量の調節部あるいは加熱量の制御部と
の通信に、上記温度センサの信号が上記電子モジュールを介して伝送されることは有利で
ある。なぜなら、このような伝送により、他の温度信号についても、同じように質の高い
受信を実現できるためである。上記外部の温度センサが無線通信により上記電子モジュー
ルに接続される場合、当該外部の温度センサは、ルータの機能を果たしてもよく、効率よ
く遮断した鍋の内部から出る信号を的確に転送できる。
【００４１】
　本発明は、さらに、上述した、本発明の電子モジュールを採用する調理容器に関し、そ
の調理容器が、底部において、底部センサまたはその底部センサの感知部の収容部を有す
る。この収容部は、容易に、穴部５または類似の手段により実現されうる。重要な点は、
単純な調理容器に対して、自動調理のために後から装備させることを、本発明が可能にし
ている点である。当該調理容器は、電子素子を備える必要がなく、底部センサのための収
容部を備えているだけでよい。このことは、購入費用の相当な節約の可能性があることを
意味する。購入、あるいは、既に持っている調理器に、例えばサービス処理により、本発
明の電子モジュールと共に使用するために後から装備させることができる。後から装備で
きることは、少なくとも質の高い調理器の場合に、経済的見地から見ても重要な意味があ
る。
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【００４２】
　上記収容部は、深さが２０ｍｍから７０ｍｍまで、好ましくは、３０ｍｍから６０ｍｍ
までで構成される。ここで、調理容器の底部の周縁部におこる周縁効果による不正確さを
排除するために、収容部の最大の深さは容器の底部の半径を超えてはならない。このよう
な深さは、容器の底部における実際の温度状況を調理容器の十分な安定性の下で効率よく
測定することを保証する。同時に上記電子モジュールと、特に、底部センサの感知部とは
、小さく構成され、低コストで製造されうる。
【００４３】
　収容部が、調理容器の底部に配置されたスリーブ、特に、調理容器の底部に溶接して備
えられたステンレススチールスリーブを有する場合は、とりわけ有利である。特にアルミ
ニウム中心部を有する調理容器では、このようなバリエーションが収容部内の腐食を防ぎ
、且つ、その調理容器を食器洗い機で洗うことを可能にする。
【００４４】
　本発明の概念の発展形によれば、上記収容部には回転防止手段が備えられていてもよい
。この回転防止手段は、例えば、角のある形、または案内（溝、突起部、またはこれに類
するもの）を有してもよい。このリードにより、上記電子モジュールがコンロ加熱部に向
いて回転せず、その配置において、いつも回転しないように固定されていることを保証す
る。上記底部センサは有利には収容部に適した形を有する。
【００４５】
　さらなる好ましい一実施形態では、調理容器の外側側面は、力および／または形状によ
って電子モジュールを固定する部材、特に、固定可能なフェライト鋼からなる板部、また
は、金属および／または磁石の面ファスナ部を有する。上記板部は、例えば、溶接または
接着により上記側面に固定されうる。固定部材は、回転防止手段だけではなく、同時に調
理容器の外側側面にある温度センサのさらなる測定箇所を構成できる。上記固定部材は、
温度センサが直接外側側面あるいは板部に接するように、もしくは、温度センサが当該固
定部材を介して温度を検知するように構成されていてもよい。本発明の板部の生産コスト
は低く、この生産コストの低さ故に、各調理容器に容易にこのような固定部材を後から設
けることができる。
【００４６】
　さらに、調理容器内には、さらなる外部の温度センサの接続部を設けることが可能であ
る。当該温度センサは、好ましくは、その外部の温度センサの転送信号が電子モジュール
を介してコンロの加熱量の調節部あるいは制御部に伝送されるように本発明の電子モジュ
ールに付属されている。このため、例えば、焼き調理用のセンサを直接焼く材料の中に差
し込んだり、または、液体の食品にセンサを浸したりすることが可能である。この場合に
、温度信号は上記電子モジュールを介して加熱量の調節部に伝達される。
【００４７】
　様々な温度信号の組み合わせにより、質の非常に高い調理プロセスが実現される。上記
接続部は、ケーブルで繋がっている温度センサを差し込むための接続部であってよい。し
かしながら、上記接続部を、無線信号５を遮る調理容器の側面を通るアンテナ貫通開口部
として備えること、また、そのアンテナ貫通開口部を介して、さらなる温度センサの、電
子モジュールとの無線接続を実現することが考えられる。
【００４８】
　本発明のさらなる利点、特徴、および応用の可能性は、以下に示す実施形態の説明およ
び図面により明らかになる。説明および／または図示されているすべての特徴は、それ自
体、またはその任意の組み合わせにより、請求項または請求項の参照事項の概要から独立
して、本発明の対象を構成する。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】折りたたまれた底部センサを有する本発明の電子モジュールを、斜視図により示
す。
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【図２】開かれた底部センサを有する、図１による電子モジュールを示す。
【図３】詳細図により、本発明の調理容器に図１による電子モジュールを固定するための
鍋側面を示す。
【図４】図３による調理容器の側面に固定された、図１による電子モジュールを、断面図
により示す。
【図５】図４による上記調理容器の側面に固定された電子モジュールを、斜視図により示
す。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　図１に示される電子モジュール１は、縦長の筐体２と、温度測定用の底部センサ３とを
有する。上記底部センサ３には、感知部１６が設けられ、当該感知部１６は、調理容器の
底部の凹部に差し込み可能に形成されている。つの実際のセンサ類を、湿気の侵入または
損傷から保護するために、底部センサ３または感知部１６がカプセル化されて構成される
。また、その底部センサ３あるいは感知部１６は、長く延びた形状も有しており、この形
状によって、底部センサ３あるいは感知部１６を、調理容器の凹部に容易に差し込んだり
、再び取り出したりすることができる。回り継手４を介して、底部センサ３は、筐体２と
連結されている。
【００５１】
　電子モジュール１の上部における、回り継手４の反対側の領域に、１つのさらなる温度
センサ５が設けられ、その温度センサ５は、基本的に筐体２の表面と一直線に並ぶか、あ
るいは、上記表面から、少し突き出している。図１は、折りたたまれた状態の電子モジュ
ール１を示し、この状態では、上記底部センサ３または該底部センサ３の上記感知部１６
は、回り継手４を介して、筐体２の方に折りたたまれ、筐体２の窪みの中央部分に収容さ
れる。折りたたまれた状態では、電子モジュール１は、この状態によって、小さくコンパ
クトな形になる。
【００５２】
　底部センサ３は、調理のために、または、調理容器に取付けるために、図２に示されて
いるように、凹部から、外側へ旋回する。そうして、電子モジュール１は、底部センサ３
または該底部センサ３の感知部１６が調理容器の底にある収容部に挿入されることにより
、調理容器に据え付けられうる。
【００５３】
　図３は、詳細な断面図により、鍋として形成された調理容器６の側面の底側（下）の領
域を示す。当該調理容器６は、鍋底７と、その鍋底７から（上方に）延びる鍋の側面８と
を有する。鍋底７の内部の側面には、開口部あるいは穴部として形成された収容部９があ
る。当該収容部９が、棒状の底部センサ３または該底部センサ３の感知部１６を収容する
ためのものであって、半径方向に鍋底７の中に延びている。鍋の側面において、フェライ
ト鋼または磁石の鋼鉄からなる板部１０が、例えば溶接または接着により、収容部９を介
して取り付けられている。板部１０は、電子モジュール１を鍋６に固定することなどに用
いられ、当該鍋６が、さらなる温度センサ５の領域において磁性を有するように構成され
、よって、同様に磁石のまたは磁化可能な板部１０に取り付けられうる。好ましくは、板
部１０は、鍋の表面上にある凹部９と板部１０とを結ぶ直線の延長線が、（鍋の正面方向
から見て）、鍋を置く平面により定義された面と直角にあたるように、凹部９の上方に凹
部９から垂直に、鍋の側部８において配置される。
【００５４】
　調理過程のために、電子モジュール１は、図４に示されているように、感知部１６を底
部センサ３（底部温度センサ）とともに鍋底７の収容部９に差し込むことにより、鍋６に
据え付けられている。そのために、収容部９の穴部１１は、鍋底７の側面から半径方向に
鍋の中心の方に延びる。穴部１１の中には、ステンレススチールからなるスリーブ１２が
設けられている。当該スリーブ１２がレーザー溶接により鍋底７と溶接されているため、
鍋底７が腐食から守られている。これにより、収容部９を有する上記鍋を食器洗い機で洗
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うことが可能となる。
【００５５】
　底部センサ３はスリーブ１２に熱伝導するように接触し、この接触により測定の高い精
度が保証される。その上、電子モジュール１は、スリーブ１２と底部センサ３または感知
部１６との嵌め合いにより水平に、且つ、縦方向に固定される。
【００５６】
　電子モジュール１の筐体２は、回り継手４を介して、折りたたまれて鍋の側面８に着け
られ、これにより、温度センサ５（側部センサ）は板部１０に接している。筐体２におい
て、温度センサ５の裏に磁石１３が配置され、板部１０との間で力が働く。この力により
、一方では、筐体２は鍋の側面８に固定され、他方では、回転防止手段が実現される。当
該回転防止手段は、筐体２が、穴部１１または凹部９を軸にして旋回することを防ぐ。あ
るいは、上記回転防止手段は、凹部９の内部のリード形状、例えば、回転対称でない断面
により実現されてもよい。
【００５７】
　ケーブル１４は、底部センサ３を、筐体２の内部にあるＲＦＩＤチップ１５に接続し、
ここで、ケーブル１４には、筐体２に関して底部センサ３の旋回運動を相殺し、且つ、底
部センサ３を安定させるために、図示されていないケーブルリリーフが備えられている。
ＲＦＩＤチップ１５は、通信装置（無線チップ）の機能を受け持ち、例えばレンジのコン
ロ加熱部内にある、適した送受信装置からの要求を受け付ける。そのために、コンロ加熱
部の送信装置は、無線チップ１５に発信し、且つ、無線チップ１５の中に電気エネルギー
を誘導する。当該無線チップ１５は、誘導されたエネルギーを用いてケーブル１４を介し
て底部センサ３に対して要求を出し、受信した信号をまた送信する。そして、この信号は
、コンロ加熱部の受信装置に受信される。
【００５８】
　このような、協働してセンサ素子を形成する、底部センサ３または無線チップ１５の構
成により、本発明の電子モジュール１を、例えば、電池の形または外部の電源装置への接
続ケーブルの形で、構成されるような、自前のエネルギー供給装置を持たないパッシブ構
造として設けることができる。
【００５９】
　ＳＡＷセンサの場合、センサ３、センサ５および無線チップ１５は１つの筐体の中に統
合される。この場合、図４の図面において、筐体３、５において図示された位置にて取り
付けられている独立した無線チップ１５はないものとされる。
【００６０】
　無線チップ１５が、センサ３、５の筐体に内設されているのか、図示されているように
独立して構成されているのかにかかわらず、無線チップ１５は、すべてのセンサ３、５の
ための共有のアンテナ１７に繋がっている。
【００６１】
　パッシブ型センサ素子の場合に利用できる空中線電力には限りがあるため、無線チップ
１５およびアンテナ１７は、送受信装置を有するコンロ加熱部（および調理容器６の側面
８）と向い合わせの、筐体２の範囲に内設されていることが好ましい。
【００６２】
　上述したさらなる温度センサ５についても、上記と同様である。この温度センサ５は、
適したケーブル１４を介してＲＦＩＤチップとして形成された無線チップ１５に繋がって
いる。
【００６３】
　基本的に、側部温度センサ５は、示されている実施形態と違って、独自の無線チップま
たは独自の通信装置を有してもよい。しかし、当該通信装置は、好ましくは、受動的に作
用する。すなわち、信号伝送および、場合によって、温度測定に必要なエネルギーを、コ
ンロ加熱部の送信装置の要求から、例えば、コンロ加熱部の領域における示されていない
送受信装置との誘導結合または弾性表面波技術により取得する。
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【００６４】
　安定した信号伝送を保証するため、筐体２は、コンロ加熱部またはそのコンロ加熱部の
送受信装置に向き合っている側面の領域（すなわち、調理容器６の側面８の反対側の側面
）および／または底部領域へ電波を通すように構成され、また、筐体２は、電子機器の防
護のために、耐熱性および耐水性があるように構成されている。合成樹脂は、耐熱性およ
び耐水性に優れている。上述した無線チップ１５の配置と、それに伴う信号受信部との間
の小さい間隔とは、信号の高い質に貢献する。
【００６５】
　図５は調理容器６に取付けられた電子モジュール１を示す。電子モジュール１は、おお
よそ、通常のＵＳＢスティックの大きさおよび形であり、鍋として形成されている調理容
器６に比べて比較的小さく、しかし、扱いやすく、よって、容易に、且つ、素早く鍋６に
取り付けたり、鍋から取り外したりすることができる。図５により明らかであるように、
電子モジュール１は回り継手４により鍋６の外形に合わせている。鍋６の外面は、例えば
中華鍋のように、遥かにより斜めに形成されていてもよい。回り継手４により電子モジュ
ール１はこのような外形にも順応する。
【００６６】
　鍋６は、自動調理のために準備されたレンジのコンロ加熱部の上に置かれて、鍋底７に
熱が流入されている場合、底部センサ３は鍋底７の熱を測定し、測定した温度値を、適切
に形成された信号として無線でコンロの加熱量の調節部に返す。同時に、鍋の側面７に取
付けられた温度センサ５は鍋の側面７の加熱を測定し、その測定値は同様にレンジの加熱
量の調節部に送信される。調理プログラムおよび所望される調理結果に応じて、加熱量の
調節部あるいは加熱量の制御部は、電子モジュールの温度センサ３、５によって検出され
、伝達された温度信号を考慮して、コンロ加熱部の加熱量を最適に設定する。
【００６７】
　自動調理の過程を完了した後、電子モジュール１を鍋または調理容器６から取り外すこ
とにより、鍋または調理容器６を容易に洗浄することが可能である。したがって、上記電
子モジュール１を、他の調理容器６に容易に用いることができ、よって、各々の調理容器
６自体にそれぞれの電子モジュール１を設ける必要がなく、コンロの数に合う数の電子モ
ジュール１を用意しておけば充分である。スリーブ１２内の腐食を防止するために、上記
収容部９あるいはスリーブ１２は、本発明の電子モジュール１が取り外された際に、例え
ば、栓により密閉されていてもよく、当該栓が、好ましくは、シリコンから構成されうる
。上記密閉は、調理容器を洗浄する際に湿気が侵入しないように、収容部９を、好ましく
は、防水可能に密封する。
【符号の説明】
【００６８】
１　電子モジュール
２　筐体
３　底部センサ、温度センサ
４　回り継手
５　側部センサ、温度センサ
６　調理容器、鍋
７　鍋底
８　鍋の側面
９　収容部
１０　板部
１１　穴
１２　スリーブ
１３　磁石
１４　ケーブル
１５　通信装置、無線チップ
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１６　感知部
１７　アンテナ

【図１】 【図２】
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【図５】
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